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【問１】 表は，平成 12年及び 15年における勤労者世帯の家計の状況を世帯主の年齢階級別

に示したものであるが，これから確実にいえるのはどれか。【国Ｉ＿17年度】282_1 

 

１ 平成 15年のエンゲル係数（消費支出に占める食料費の割合）について見ると，どの年

齢階級においても 20％を下回っている。 

２ 世帯主定期収入に対する世帯主賞与の比率について見ると，どの年齢階級においても，

平成 15年のほうが平成 12年よりも高い。 

３ 平成 15年の有業人員１人当たりの実収入額を平成 12年のそれと比較すると，「25～

29歳」「45～49歳」では減少しているが，「60～64歳」では増加している。 

４ いずれの年も，世帯人員１人当たりの実支出額が最も多いのは，「45～49歳」である。 

５ 実収入から世帯主定期収入及び世帯主賞与を除いた額について見ると，「45～49歳」

「60～64歳」では，平成 15年は平成 12年よりも増加した。 
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【問２】 ある会社では，毎年新入社員に対してＩのようなアンケートを行っており， Ⅱの表

は，平成 5年度から平成 8年度までの新入社員の性別等とアンケートの結果をまとめたもので

ある。Ⅲはこのアンケートの集計結果を社内に報告するために作成したものであるが，この報

告書中下線を付した部分の内容についての適否の組合せとして妥当なのはどれか。                          

【国家Ｉ種９年度】294_8 

Ｉ．アンケート 

 Ｑ：あなたが今後社会人として生活していくうえで最も大切にしたいと思うことはどれです

か。（複数選択不可） 

 Ａ： 1. 仕事   2. 自分の時間   3. 家族   4. お金   5. その他（   ） 

 

Ⅱ．集計表 

Ⅲ．集計結果報告 

  当社では，平成７年度から新卒採用の方針を大きく変更し，高卒の者を中心とした採用か

ら４大卒の女性を中心とした採用に変わったが，新入社員に対する過去４年間のアンケートの

結果を分析すると次のような傾向が見られる。 

まず，①４の回答をする者はほとんど男性だと考えられる。なぜなら，4の回答は平成 7年度

に激減している一方，この年の男性の採用も前年の 950人から 170人に激減しているからであ

る。 

 次に，②22歳以上の女性は，自分の時間よりも仕事を大切に思う傾向が強いと考えられる。

なぜなら，22歳以上の女性の採用が増え，そのほかの採用が減った平成７年度から，1の回答

割合が増加する一方で，2の回答割合が減っているからである。 

 さらに，③侵入社員の考え方の多様化及び積極性の増加がうかがえる。なぜなら，「その他」

回答は選択肢の中に含まれない事項を記入するものであるが，表から 5の回答割合が年々増加

していることがわかるからである。 

 

  ①    ②     ③       

１ 適切   適切   不適切     

２ 適切   不適切  適切 

３ 不適切  適切   適切      

４ 不適切  適切   不適切 

５ 不適切  不適切  適切 
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【問３】 次の表から確実にいえるのはどれか。【地上 26年度】285_4 

アジア５か国の外貨準備高の推移  〔単位:100万米ドル〕 

 

１ 2008年から 2010年までの 3年の日本の外貨準備高の１年当たりの平均は，1兆 300億米

ドルを下回っている。 

２ 2010年のインドの外貨準備高の対前年増加額は，2009年のそれの 50%を下回っている。 

３ 2009年の韓国の外貨準備高の対前年増加率は，2010年のそれの 4倍より大きい。 

４ 表中の各年とも，マレーシアの外貨準備高は，インドのそれの 40％を下回っている。 

５ 2011年において，中国の外貨準備高の対前年増加率は，日本の外貨準備高のそれより大き

い。 
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【問４】 次表は，労働者保護法規違反の検察庁受理人員に関するものである。これからいえ

ることとして妥当なのはどれか。 【国税＿６年度】307_2 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 受理人員の合計に占める労働安全衛生法違反の割合は，昭和 63年より平成元年のほうが

大きい。 

２ 平成 2年の受理人員のうち，対前年比が最も高いのは，労働者派遣法違反である。 

３ 労働者派遣法違反の指数の急激な上昇は，昭和 61年以降の派遣労働者の急増を反映した

ものである。 

４ 昭和 61年から平成 2年の間で，受理人員の合計数が最も多かったのは，平成 2年である。 

５ 労働基準法違反に対する職業安定法違反の受理人員の比率は，昭和 61年から平成 2年ま

で一貫して増加している。 
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【問５】 次の表から確実にいえるのはどれか。 【地上＿17年度】309_5‘ 

 

１ 平成 10年から平成 12年までの各年のうち，乳酸菌飲料の生産量の対前年減少率が最も大

きいのは，平成 11年である。 

２ 平成 10年から平成 14年までの各年のうち，飲用牛乳の生産量の対前年減少量が最も大き

いのは，平成 10年である。 

３ 平成 10年において，はっ酵乳の生産量の対前年増加量は，乳飲料のそれの 2倍を上回っ

ている。 

４ 平成 10年の飲用牛乳の生産量を 100としたときの平成 14年のそれの指数は，90を下回

っている。 

５ 表中の各区分のうち，平成 12年における生産量の対前年減少率が最も大きいのは，はっ

酵乳である。 
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【問６】 表から正しくいえるのはどれか。      【地上＿14年度】317_10 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 意匠登録について見ると，平成 6年から 11年までのうち，登録件数が最も多いのは 11年

であり，次に多いのは 6年である。 

２ 商標登録について見ると，平成 7年から 9年までの各年とも，前年の登録件数を上回ってい

る。 

３ 平成 6年に対する 11年の登録件数の比率を登録別に見ると，最も大きいのは，特許登録

であり，比率は 2を上回っている。 

４ 平成７年から10年までについて見ると，実用新案登録件数が前年に比べて減少した年は，

いずれの年も意匠登録件数は前年に比べて減少している。 

５ 平成 11年の登録件数の対前年度増加率を登録別に見ると，最も大きいのは意匠登録であ

り，次に大きいのは特許登録である。 
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【問７】 表はある地域に属する国々A～Fの実質GNP変化率（対前年比）を示したものであ

る。この表から確実にいえるのはどれか。  【国税_10年度】330_1 

 

 

 

 

 

 

 

1 表中の国で，対前年GNP成長率がプラスを記録したことが 3度ある国はない。 

2 1987年と 1992年を比べた場合，A国とＢ国では，B国のほうがGNPの減少率が大きい。 

3 1987年と 1992年を比べた場合，GNPの減少率が一番大きいのはE国である。 

4 1987年と 1992年を比べた場合，C国とE国では，E国のほうがGNPの減少率は小さい。 

5 1987年と 1992年を比べた場合，GNPの減少率が一番小さいのはD国である。 
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【問８】 次の表から確実にいえるのはどれか。  【地上 23年度】326_0 

日本における重点 8分野の年間特許公開・公表件数の対前年増加率の推移（単位％） 

 

１ 表中の各年のうち「フロンティア」の年間特許公開・公表件数が最も多いのは,  2007年

である。 

2 2003年の「エネルギー」の年間特許公開・公表件数を 100としたときの 2005年のそれの

指数は，150を上回っている。 

３ 表中の各区分のうち，2003年に対する 2007年の年間特許公開・公表件数の増加数が最も

大きいのは「ナノテクノロジー・材料」である。 

４「ライフサイエンス」の年間特許公開・公表件数の 2006年に対する 2008年の増加率は「環

境」の年間特許公開・公表件数のそれの 5倍より大きい。 

５「ものづくり技術」の年間特許公開・公表件数の 2004年に対する 2006年の減少率は，10％

より小さい。 


